平成２１年度

第１回神奈川地方労働審議会

（議　事　録）

（平成２１年１１月２５日）
神奈川労働局総務部企画室
平成２１年度第１回神奈川地方労働審議会

１　日時

　　平成２１年１１月２５日　午前１０時３０分～１２時

２　場所

　　ＡＰ横浜駅西口

３　出席者

　【委員】公益代表：柴田委員、小林（照）委員、松本委員、浅海委員、小林（賢）委員

労働者代表：柏木委員、林委員、市川委員、五十嵐委員、佐々木委員、高橋委員
使用者代表：埜瀬委員、髙木委員、阿部委員
【事務局】八田局長、高渕総務部長、小林労働基準部長、松瀬職業安定部長、大西雇用均等室長ほか

４　議題

（１）会長の選挙及び会長代理の指名

（２）部会委員等の指名及び同意

（３）仕事と生活の調和について

（４）神奈川労働局における緊急雇用対策の取組み

５　議事

○近藤企画室長補佐
　　定刻となりましたので、ただいまより平成２１年度第1回神奈川地方労働審議会を開催いたします。本日、進行を勤めさせていただきます企画室補佐の近藤と申します。よろしくお願いいたします。

　　まず始めに、事務局より本日の各委員出席状況について御報告いたします。

○平野企画室長

　　企画室の平野と申します。本日はお忙しい中、ご参集頂きましてありがとうございます。　

それでは出席状況について、御報告いたします。現在、公益代表委員が５名、労働者代表委員が６名、使用者代表委員が３名、合計１４名の委員が出席されております。

　　従いまして委員総数１８名のうち3分の2以上のご出席をいただいておりますので、地方労働審議会令第８条の規定により、本日の会議の開催及び議決ともに有効であることを御報告申し上げます。

○近藤企画室長補佐

　　本審議会は神奈川地方労働審議会運営規程第５条に基づき、原則として公開となっております。発言者のお名前を含めた議事録をホームページ等で公開させていただくこととなっておりますので、ご了承願います。

　　また、議事録作成のために、ご発言の際はマイクの使用をお願いいたします。

　　それでは、本審議会の事務局をしております神奈川労働局を代表いたしまして、八田局長からご挨拶を申し上げます。
○八田局長

　　神奈川労働局長の八田でございます。

　　委員の皆様方には大変お忙しい中、本日はこの審議会にご出席賜りまして、ありがとうございます。先ほどは、プラザ横浜、マザーズハローワーク等のご視察を頂き、重ねて御礼申し上げます。また、日ごろから労働行政の運営に対しまして、多大なご理解・ご協力を頂いておりますことを、この場をお借りしてお礼申し上げる次第でございます。

　本日は神奈川労働審議会第５期の初回の会合ということで、前期の委員の皆様方が交代されての初めての会合でございます。皆様方には、日頃お忙しい中、今期の委員の就任を大変快くお引き受け頂き、改めて感謝申し上げる次第でございます。
さて、我が国の経済情勢は、昨年秋からの世界的金融危機の影響を受け、厳しい経済情勢が続いております。とりわけアメリカ等への輸出依存度の高い我が国経済また神奈川県経済は、多大な影響を受けております。全般的には持ち直しつつあるとの声も聞かれますが、１1月に発表されました政府の月例経済報告においても、「景気は持ち直してきているが、自立性に乏しく、失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況にある。」とされ、先行きについても「景気の持ち直し傾向が続くことが期待される一方で景気を下押しするリスクに留意が必要」となっておりますし、日銀横浜支店の短観についても「全体として着実に回復しているが、需給が弱く先行きは慎重な情勢」と発表されております。また、同時に日本経済は「緩やかなデフレ状況にある」とされ、１１月２０日において政府は「デフレ宣言」を行っています。景気の下押しリスクに新たに「デフレ」が加わり、持続的な物価下落が景気に悪影響を与えかねない状況です。
　　一方、雇用失業情勢についても、９月の失業率が全国で５．３％と前月８月に比較し０．２ポイント回復、有効求人倍率も全国で０．４３倍で０．０１ポイント回復、神奈川については０．３７倍でこれも前月に比較し０．０１ポイント回復となっております。しかしながら依然として新規求人数は前年同月と比較すれば３２．０％の減少となっておりますし、また、１０月の数字は、明後日の２７日に公表となる予定ですが、今のところでは、神奈川県の有効求人倍率は９月同様に０．３７倍と見られており、雇用失業情勢は依然として厳しい状況にあると言えます。
そんな中、政府においては、１０月１６日の閣議決定をうけ緊急雇用対策本部が設置され、同月２３日に緊急雇用対策が策定されたところでございます。
この対策の基本方針は「情勢に即応した機動的対応」「貧困、困窮者、新卒者への支援」「雇用創造への取組」の３点に集約され、これらに対応し各府省が連携した細やかな支援策がたてられたところでございます。

神奈川局においても、ハローワークにおいて各地方自治体と連携し就職、訓練、住宅、生活の相談を総合的に行う「ワンストップ・サービス・デイ」の実施や、雇用保険を受給できない非正規労働者などに対する新たなセーフティネットとして造成された「緊急人材育成・就職支援基金」によるハローワークが中心になった職業訓練、生活支援対策の実施、また第二の「ロスト・ジェネレーション」作らないための求人開拓や合同就職説明会の開催など取組を進めているところでございます。
一方、雇用問題が大きく取り上げられる中、いわゆる格差社会に関連した労働者のセーフティネットとしての一つであります最低賃金の問題も重要な課題の一つでございます。昨年７月からの改正最低賃金法の施行を踏まえ、改正の趣旨のひとつであります「生活保護との整合性」を図るため、3カ年計画のもと昨年は３０円アップという大幅な引き上げがなされました。今年は大変厳しい経済情勢の中、労使のご努力のもと７６６円が２３円アップの７８９円に改正され、１０月２５日から施行されております。また、産業別最低賃金も7業種全てについて改正がなされ１２月２５日施行の運びとなっております。
このほか当局におきましては、全国的に展開する小売店舗等の名ばかり管理職の過労死につきまして、遺族の審査請求を受け長時間労働による労災認定も行ったところであり、安易な管理者による残業指示、長時間労働が行われないよう、また管理監督者の判断基準が適切に運用されるよう、今後も指導を続けていく所存です。
少子高齢化の問題も依然として厳しく、出生率は１．３７に上昇していますが少子化は止まらず、今後も、育児・介護休業等の制度の充実等を図っていく所存であります。本日の審議会では、冒頭に申し上げました、緊急雇用対策を中心にご説明し、審議をお願いする予定でありますので、皆様方からのご提言やご意見を賜り、より一層充実したものになるよう、よろしくご審議いただきますようお願いいたします。
○近藤企画室長補佐

　　それでは、議事に移りたいと思いますが、本日、会長が決まるまでの間、事務局の企画室長平野が議事を進行させていただきますので、御協力をお願いいたします。それでは平野室長、よろしくお願いいたします。
○平野企画室長

　　それでは、会長選出までの間、進行を勤めさせていただきます。

議事の（１）「会長の選挙及び会長代理の指名」でございます。

神奈川地方労働審議会令第５条第１項により、公益を代表する委員のうちから、委員が選挙することとなっております。

どなたか、立候補する方はおられますか。
では、会長候補として柴田委員を事務局ではご推薦申し上げたいのですが、いかがでしょうか。
（「異議なし」の声あり）

それでは、柴田委員が会長に就任されることにご賛同の方は挙手をお願いいたします。

（挙手多数）

ありがとうございます。それでは、柴田委員に会長にご就任いただくことといたします。

では、会長の柴田委員から一言ごあいさつ頂きたいと思います。
○柴田会長

　　第４期に引き続き、第５期の会長に指名いただきました柴田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

　　さきほどの八田局長さんのお話や本日、配布いただいた資料等を拝見しましても、昨年、秋からの世界同時不況による雇用失業情勢の悪化が、未だに続いている状況にあるようです。今まさに労働行政の力を発揮していただく大切な時期迎えているわけですので、皆様方の活発なご意見と建設的なご提案をいただいて、明日の我が国の雇用労働の問題に対して明るい展望を、少しでも切り開けるよう、そういう会にできればと思っております。

　　微力ですが、会長として務めさせていただきますので、よろしくお願いいたします。
○柴田会長

　　それでは、次第に従いまして議事を進行させていただきます。

議事の（１）後段の部分といたしまして、会長代理の指名でございますが、審議会令により、会長が指名することになっております。

それでは、会長代理を関東学院大学の小林委員にお願いしたいと思いますが、小林委員いかがでしょうか。

○小林会長代理

　　私でよろしければ、お引き受けいたします。
○柴田会長

　　では、よろしくお願いいたします。

それでは、会長代理は関東学院大学の小林委員にお願いすることにいたします。

続いて、議題の（２）、部会委員等の指名及び同意に入りたいと思います。

本日の資料の中に事務局資料－３、事務局資料－４として臨時委員名簿と専門委員候補者名簿が提出されておりますので、事務局から説明をお願いしたいと思います。
○平野企画室長

　　ご説明いたします。

　　本審議会には、特別な事項を調査審議するために地方労働審議会令第６条に基づき部会の設置ができることとされており、第５期につきましても前期同様に労働災害防止部会、家内労働部会及び港湾労働部会の３つの部会の設置を考えております。

　　この３つ部会の委員につきましては、本審委員の他に、臨時委員及び専門委員から任命することとされております。

　　審議会令により臨時委員・専門委員は労働局長が任命することとなっており、臨時委員につきましては、資料番号の事務局－３、臨時委員名簿のとおり既に任命を行なっております。

また、専門委員につきましては、本審議会の同意を得て局長が任命することになっており、資料番号事務局－４に専門委員候補者名簿がございます。本日の審議会で皆様方のご同意をいただき、本日付けで任命する運びといたしたいと考えております。そして、各部会の構成につきましては、部会に属する委員、臨時委員及び専門委員は、会長が指名することとなっておりますので、専門委員の任命にご同意を頂いた段階で、その専門委員を含めた形で各部会の編成（案）をお示しし、ご検討をお願いすることとさせていただきたいと思います。以上です。
○柴田会長

　　ただ今の説明を受けまして、まず専門委員について本審議会委員である皆様の同意を得ることが必要であるとされておりますので、この事務局資料－４の中に記載されております３名の方を専門委員とすることにご同意いただけますでしょうか。

（「異議なし」の声あり）

○柴田会長

それでは、本審議会といたしまして、本日付けでこの３名の方を専門委員として任命することに同意いたします。

続いて労働災害防止部会・家内労働部会・港湾労働部会の３部会の各委員の指名に移ります。それでは、事務局から各部会の候補者名簿を各委員に配布してください。
○柴田会長

ただ今、お手元に名簿が配布されておりますが、ご意見等ございましたら、ご発言をお願いいたします。

特に意見がないようであれば、（案）のとおり、本日付けで３部会の委員を決定したいと思いますが、よろしいでしょうか。
（「異議なし」の声あり）

○柴田会長

なお、部会長の選任につきましては、地方労働審議会令第６条第５項により「当該部会に属する公益を代表する委員及び臨時委員のうちから当該部会に属する委員及び臨時委員が選挙する」と規定されておりますので、よろしくお願いいたします。

　　また、同条の第８項及び神奈川地方労働審議会運営規程第１０条により、「部会長が本審議会の委員である部会の議決は本審議会の議決とする」と定められておりますので、その点についても御留意をお願いしたいと思います。
○柴田会長

　　その他、議題（２）につきまして、ご意見ございますか。

特になければ、議題（３）に移ります。

議題（３）「仕事と生活の調和について」労働基準部長さんから説明をお願いいたします。
○小林労働基準部長

　　労働基準部長の小林と申します。よろしくお願いいたします。

　　私の方からは、「仕事と生活の調和の推進」に関して、ご説明させていただきます。

　　当局におきましては、神奈川県との共同で仕事と生活の調和を図る社会を実現することを目的として、昨年８月に「神奈川仕事と生活の調和推進会議」を設置し調査・審議いただきまして、本年３月に同会議から答申を頂いております。大きく４点、社会的気運の醸成、就労による経済的自立、健康で豊かな生活のための時間の確保、多様な働き方の選択という事について、政労使が積極的に取り組むべきものだとのご提言を頂いたところであります。

お手元の資料　説明―１から３が関連する部分です。説明資料３に提言いただいた内容が記載されております。そのほか、この提言に併せて就業率とか年次有給休暇の取得率などに関して、５年後の目標値についてもご提言をいただいたところであります。同推進会議におきましては、この提言のフォローアップが必要だというご意見をいただきまして、私ども行政といたしましても、どこかでこの進捗状況を報告すると説明させていただいたところでありますが、本審議会におきましては、労働行政についての広い範囲において審議をいただいているということと、また構成メンバーとして推進会議と同様に労使が参集されていることから、この進捗状況を報告させていただくということといたしました。
今年度の取り組み状況につきましてですが、説明資料の２を局署における各種の集団指導等の実施の際に配布するなどして、あらゆる機会を捉え提言の周知を図っております。この下半分にあります緑の網掛けになっている部分が提言いただいた数値目標でございますけれども、ここに記載されている本年度の各種データが出揃った時点で、この現状の部分を更新した上で次回、第２回の本審議会に資料として提出させていただく予定としております。また、厚生労働省が企画している関連事業の実施状況についてもご報告した上で委員の皆様方には、神奈川における仕事と生活の調和の実現についても、ご議論をお願いすることを考えております。この関連事業の関係につきましては、説明１をご覧ください。このピンクの部分の３本柱が一応事業としての取り組みとなっています。１点目は地方版プロジェクトと題しまして、モデル事業を選定してアクションプログラムの作成、これに沿った取り組みを指導・援助する事業であり、具体的に㈱ＣＩＪに委託しご協力いただいているところであります。２点目の診断サービス事業は、仕事と生活の調和の取り組みのために診断アドバイザーが個々の企業に対して労務管理上の問題点や阻害要因を把握して改善の方向を指導するもので、１２名ほどのアドバイザーが１８０社の診断を実施することを予定しております。また普及・啓発のためのセミナーを１９回実施いたしますが、神奈川県においては神奈川労務安全衛生協会がこれを受託しております。これらの事業の実施状況等につきましては、本日出席いただいている労使の委員の方々にも参加いただいている事業検証委員会において、この１０月に報告しているところでございます。簡単ではございますが、説明を終わらせていただきます。
○柴田会長

　　只今、説明のありました仕事と生活の調和につきまして、ご質問・意見等はございますか。
　　よろしいですか。

　　今こういう状況の中でワーク・ライフ・バランスというのはどうなのかなということを思ったわけですが現場ではどうなのでしょうか。今ちょっと控えめというか、そういうことはございますでしょうか。

○小林労働基準部長

　　今会長からお話があったように機運については局署それぞれの立場で取り組んでいるところでありますが、具体的に労働基準監督署の窓口における取組ということであれば、やはり喫緊の課題といたしましては雇用の問題に関わるところの賃金の支払いの問題とかいろいろ相談を受けているところですから、優先順位的にはそちらのほうを優先しつつも、ワーク・ライフ・バランスについても長期的な課題として取り組んでいきたいと考えているところでございます。

○柴田会長

　　長期的には大切な課題だと思います。それではよろしいでしょうか。
それでは、神奈川労働局における緊急雇用対策の取り組みについて松瀬職業安定部長さんからお願いいたします。

○松瀬職業安定部長

　　職業安定部長の松瀬でございます。よろしくお願いいたします。

　　それでは、お手元の資料のうち説明４から７までを使ってご説明申し上げます。初めにお詫びを申し上げます。説明４につきましては、本日差換えさせていただきました、新しいものをご覧いただければと思います。説明の４の横置きの表でございます。緊急雇用対策の最近の状況を振り返ったものでございます。折れ線グラフが３種類ございますけれども、黒の実線が完全失業率の全国バージョンでございまして、１番右のほうが直近ということになりまして、昨年末から急激に上がりはじめまして過去最高の５．７％を本年７月に記録した後、直近５．３％となっております。
　　一方で全く逆の動きをしております、緑とピンクの折れ線でございますが有効求人倍率でございまして、緑が全国、ピンクが神奈川でございます。全国の新聞報道等でありましたけれども全国は過去最低という数字となりましたけれども、全国の最低数値は０．４２倍でございます。これに対しまして神奈川は０．３６で底を打ったあと０．３７と０．０１ポイント回復しております。
ここのところ急激にこの折れ線が傾斜しておりますのは、皆様ご案内のとおり昨年秋からの金融不況によりまして、要するにアメリカも中国もどこもだめという状況で輸出の逃げ場がない、日本では製造業から落ち込みが始まりまして、逃げ場がないものですから要するに救うところがないものですから、もの凄く傾斜がついて落ち始めたということでございます。とりわけ神奈川におきましては、第一次から三次産業までバランスはとれているのですけれども、その中でも製造業が強いところでございますので、逆に製造業がやられると弱みが出てしまうということでございまして、全国よりも多少回復が遅い。しかしながら神奈川の過去最低と言いますと平成１１年の時点でございまして０．３３倍というのがございます。現在はこれに次ぐ悪い水準となっております。
説明の５をご紹介いたします。これは新政権になりまして、よく話題になっておりますが１０月２３日に設置された緊急対策本部、この本部が取りまとめた政府版の緊急雇用対策、これは本文のままでございます。１から１０まで添付されております。ただ、これに沿って説明しておりますと時間を要しますので、その次の資料の説明６でご説明いたします。
説明６の資料、横置きの資料になっておりまして１番左に事項、真ん中に対策そして右に実施状況という欄がございます。この事項と対策の欄でありますが、これはこのまま政府の１０月２３日の対策をそのまま書きおいてございますので、これに沿って当方の状況を並べてあります。１番右にある実施状況といいますのは、神奈川局におきます対策の状況、政府の対策これに沿って神奈川ではどういうふうに実施してるのかといったことでございます。本日は時間の制約がありますので、特に神奈川におきます特徴的な部分に絞ってご説明いたします。

まず、最初は「実行あるワンストップサービスの支援態勢の強化」ということでございまして、ワンストップ・サービス・デイを開催することとなっております。１０月２３日の対策の中では１１月下旬、東京・大阪・愛知ということでございますけれども、蓋を開けますと神奈川も県内７か所のハローワークでこのワンストップ・サービス・デイを実施するということになっております。実施状況の欄、その対応する位置をご覧いただきますと、横浜から川崎まで７所ということでございます。このワンストップ・サービス・デイについては、説明７をご覧ください。ワンストップ・サービス・デイといいますのは、ハローワークにお越しになる求職者の方であって、かつ貧困・困窮が非常に強い方で早急に福祉等の援助をしなければならないという方々が、行政機関をたらい回しされることなく、最初の来所したハローワークで一括して相談等を受けられるというものでございます。開催場所はハローワークであり、この場所に各自治体の方や社会福祉協議会の方、弁護士会の方々等にお集まりいただき、自治体であれば住宅手当や生活保護の相談、社協であれば総合福祉の相談をされる、弁護士会は多重債務の相談をされる等々でございます。ハローワークに来ればこういった相談が１か所で終了するというもので、１１月３０日に実施するということになっております。

説明６の資料にお戻りください。実施状況の一番下にありますように市町村・社協・弁護士会・保健所といった方々にご参加していただくことになっております。既に厚生労働省で昨日にプレス発表いたしまして本日朝日新聞にも解説記事も含めて掲載されております。当局では先週中にプレス発表いたしまして、各ハローワークの庁舎掲示を行なったり、当局ホームページにより周知・広報に努めているところでございます。
次に２ページ目をご覧ください。２ページ目の一番上にありますのがハローワークの雇用支援強化、具体的には求人開拓・求人充足対策を進めましょうということでございます。実施状況の欄をご覧ください、その３行目ですけれども神奈川におきましては、松沢知事と労働局長の連名の文書を作成し、また知事本人が要請の場にお越しになって、経済団体等に要請されました。その結果、初期の目標１万人分に対しまして上半期までですけれども、実績は1万２、６３３人と順調な滑りだしとなっております。松沢知事におかれましては、今年の８月にも労働局長と同行されて要請を行っております。
そして中ほどの対策の部分ですが、地域における雇用維持拡大の要請等とございまして、その右に行きますと障害者対策でございますが、９月２９日から１０月９日の間に各ハローワークで障害者面接会を開催し、当局におきましては、これも県のイニシャチブもありまして障害者雇用促進を積極的に進めているところでございます。障害者雇用率ですが先週金曜日に発表になりましたけれども、今年の６月現在では、神奈川で１．５７％でございまして、これは昨年度より０．０８ポイント上昇した数値でございます。ちなみに昨年、実雇用率のランキングが全国で４５位でありましたけれど、今年は３４位と神奈川の各事業主の方には大変がんばっていただいており感謝申し上げます。
次のページをお開きください。３ページ目でございます。対策の一番上の行に求職者総合支援センターとハローワークとの連携とあります。この求職者総合支援センターというのはまた所長からご説明があったと思いますけれども、これは緊急雇用創出特別基金というものを使った２３年度末までの限定の施設でございます。その神奈川求職者支援センターとハローワークが連携いたしました事業でございましてセンターの職員がハローワークに赴き相談会をやる、一元的なサービスをやるという取組をやっているわけでございます。３ページ目中ほどちょっと下のあたりで④とありますけれど、先ほど局長のあいさつの中にもありましたけれども緊急人材育成支援事業のことが書いてございます。これは雇用保険受給者ではない方々の第２のセーフティーネットとして給付を受けながら訓練を受けられるという制度でございます。その実施状況のところを見ていただきますと、今年の７月からはじまっておりますけれども、コースごとの合格者は徐々に増えてきておりまして、順調に数を増やし、定員の充足率を上げてきているというところでございます。
次に６ページをお開きください。対策の欄の中ほどのところに②とあります。求人開拓、「雇用ミスマッチ」の解消、昨今問題となっております新規学卒の問題をあらわしているところでございます。その対策の欄中ほどのところにございますけれども神奈川におけます就職面接会、直近は１１月の５日、９日ということですが、このあとも２月までにかけて就職面接会を開催しまして求人の掘り起こしを行っていきたいと思います。
次に７ページをお開きください。労使の方から大変関心の高いところでございますが、対策の欄の中ほどから少し上のところ、①雇用調整助成金の支給要件の緩和になっております。これは今般の経済不況にあわせまして要件を緩和いたしまして、多くの事業主の方に使いやすいものとしているところでございます。９月は計画段階でございますけれども雇用調整助成金、大企業は５３，０００人分、中小企業は６９，０００人でございまして、９月一月だけでもこれだけの利用でございます。昨年１２月からダブりを除き大体の推計ですけれども、神奈川県内の正味５０万人くらいの方に給料ないしは訓練としてご利用いただいているということでございます。県内の雇用者数は３３０万人ということでございますからかなり割合でご利用いただいているわけです。
次に１０ページをお開きください。ここから緊急対策のもうひとつの柱の雇用創造の部分でございます。働きながら資格をとる介護雇用プログラムがうたわれております。これは緊急基金を活用したプログラムを国から提案したものです。これは労働局長より神奈川県庁の幹部に先般、要請したところです。
同じようなものですけれども次に１８ページをお開きください。局長のあいさつの中にございましたが、１８ページ対策の欄の（エ）とあります「緊急雇用創出事業」の前倒し執行でございます。これもあわせて労働局長より県庁幹部に要請をさせていただいたところでございます。これを受けまして神奈川県におかれましては可能な形での検討をすすめていただいているところでございます。私の説明は以上でございます。
○柴田会長

はい、ありがとうございました。ただ今いろいろな話がでてまいりましたが、これに対しましてご質問、ご意見ございましたら、どうぞ自由にご発言ください。
○浅海委員
就職者の支援について質問させていただきたいのですが。説明資料の６の５ページですが、高卒の求人数が６，０２２人でマイナス５０と半数ということですか。高校を卒業して仕事がないというのは大変厳しいと思いますので、その原因と対策を少し詳しく教えていただきたいのですが。
○松瀬職業安定部長

今言及していただきましたのは説明資料５の５ページでございます。新卒者支援の項でございまして、実施状況を見ますと、高卒求人がだいたいマイナス５０％、半分くらいということでございます。原因といたしましては昨今の厳しい経済状況を反映してということでございますけれども、一般の求人と若干違いますのは、高卒者の希望はその中でも特に製造業にシフトしておりまして、一般の方なら営業とか一般事務とかバラエティーに富んでおるのでございますが、製造ラインを希望する方が一番多い、とりわけその部分がリーマンショックで一番やられた、また復活の難しい部分であるということがひとつございます。もうひとつの理由は、事業主の方がまた、一般求人との違いですけれども、社会人になります初めての場面ですのでせっかくであれば長期的な雇用、そして内定切りはしたくないということで、割と慎重に構えて判断を出されるということでございます。こういった不況期になりますと特に中小企業の方はその判断を年度末のぎりぎりまでずらしてしまう、早め早めではなかなか出さないというような傾向もございまして、特に年度のこういう段階では非常に厳しいという状況でございます。ハローワークが受け付ける一般求人を大雑把に見ますと、例年に比べまして３分の２、３０％減、昨今でありますと２０％減と推移しているのに比べますとやはり一般よりは厳しいという状況であると思います。対策につきましては、先ほども若干触れましたけれども、もちろん景気をポンと労働局で刺激する力はございませんので、説明会をこれからの時期年度末にかけまして断続的に行います。説明会をきっかけに求人開拓をかけます。高卒求人を従来出している方で、ちょっと今見合わせている方に対して、断続的に開催する説明会を「てこ」にして求人を開拓していく、という手法をとっております。潜在的にある求人を刺激していく、こういった開拓をとらせていただいているところでございます。
○柴田会長

　　よろしいでしょうか。

○浅海委員

　　はい。
○柴田会長

テレビ報道を見ましたけれども、確かに高校生の就職が非常に難しい状況であると思います。それに関連しましてね、今のお話の中に企業そのものを創出するということは、当局では非常に難しいということで県の幹部のほうにも要請されている、県の幹部の方もいらっしゃっているので何かコメントはございませんでしょうか。

○小林（賢）委員

私ども国のほうから基金によりまして雇用創出を図っています。今年度からスタートしまして３年間ですが、緊急雇用基金とふるさと基金というものがあります。大きくいいますと緊急雇用は半年ぐらい、ふるさと雇用というのは半年以上という感じです。国からいただいた基金を元に積み立てて３年間やっていくという形で、緊急雇用の予算が１８０億円ほどでございます。そのうち今年度予算６０億円、ふるさと雇用が３年間で６０億円、今年度２１億円ほど執行していくことでやっております。なかなか当初いわゆる職を創造するという取組が遅れた状況であったのですが、最近ようやく軌道に乗ってまいりました。県と市町村あわせまして緊急雇用の方が本年度予定している団体から１１月１日の段階で執行率９０％、ふるさと基金の方が大体５０％ということで両方あわせて５，５００人くらいの雇用を創出しているというのが神奈川県の基金事業の現状です。
○柴田会長

ありがとうございました。それに関連してでも結構ですが、ご質問等ございますでしょうか。

○高木委員

雇用調整助成金の支給要件の緩和ということに関してですけれども、雇用調整助成金はたいへんすばらしいと思っております。雇用調整助成金は雇用を守ることが基本になると思っていたのですが、私労働審判員をしている関係で、先日中小企業の雇用調整助成金をもらった企業で、もらい終わった後で従業員を解雇したという事例がありました。それでどうも納得がいかないなと思ったわけです。助成金を支給した後でのフォローはどうなっているのでしょうか。
○松瀬職業安定部長

雇用調整助成金の仕組みまず、事業主に雇用維持の努力をしていただく必要があり、その内容には休業（休業手当）、訓練、出向と３つありまして、これにかかる費用の何分の一といったものをお支払いするという制度です。計画をたてて実施していただき申請に基づいて判定するものでございまして、実績をみてお支払いしているわけです。確かにその間は事業主がそのような努力をされたということを見てそれに対して助成する、そのあと残念ながら雇用調整されたかどうかということは支給要件にはされておりません。お金を回収するということはありませんが、訓練が適正に行われたかどうかということについて現地立ち入り調査を行って適正執行かどうかについてカバーしております。生産要件がございますので、解雇などをされますと新たな助成金の支給は受けられないというような仕組みがあります。
○柴田会長

今のようなケースは多いのでしょうか。

○高木委員

努力をしてそれでもだめだったから、というのならばわかるのですが、そうではなくて、一時しのぎでもともと切る予定だったという企業と混同しているみたいで、ちょっと私としてはびっくりしてしまいました。雇調金をもらっているのだからもうちょっと踏ん張ってほしいなという想いがあるのに、そうではないのでは納得できないというところがありました。
○八田局長

たぶん助成金を半年もらって解雇してという事案だと思うのですけれど、次もお話のように踏ん張ってくれれば８０％国費がでますから。予算面では補正予算により全国で７，０００億ぐらい出ますから、神奈川県で財源はないという心配はしなくてよいので、なんとか雇用を維持してくださいということです。今のようなお話は制度の趣旨からすると残念なケースだと思いますが。
○柴田会長

　　ほかに何か。

○柏木委員

　　１２ページの「環境・エネルギー分野」ということで緊急雇用対策神奈川労働局としての書き出しがしてありますが、具体的にはどんな取組を県等と連携しながらしていく予定なのかというのが、１点、それからマザーズハローワークのほうで例えば労働局にパスワードなどを申請すると在宅でも求職できるというサービスを将来考えられたほうがいいと思ったのですが、どうでしょうか。
○松瀬職業安定部長

まず２点目の方からですが、国で運営しております、ハローワークインターネットサービスというものがあります。求職者番号を入手いたしますと自宅でもインターネットでハローワーク受理求人を検索することができます。ただしこれは事業所の方に意向確認をして了解したものについてということでございますけれども、かなりの割合でインターネットにより見ることができます。マザーズハローワークにつきましても求職登録をした人が見ることができます。
説明５の資料の１２ページの以下のところでございますが、大きく対策が２つわかれておりまして、１０ページからは雇用創造のプログラムでございまして、厚生労働省が所管する２つの基金、緊急基金とかふるさと基金を活用した事業がありますが、政府の対策でございまして地方支分部局で対応しないものもあるということでございます。例えば１２ページの「環境・エネルギー分野」のところの質問だったと思うのですが、こういったところにつきましては労働局で対応する事業はないということでございまして、政府全体でいいますと他省庁の分野でございます。
○柴田会長

よろしいですか。

○柏木委員

どこがやるのですか。

○松瀬職業安定部長

経産省ということになるかと思います。エネルギー分野ですから。

○柴田会長

福祉関係は厚労省の問題ですよね。そういう意味では福祉関係でもう少し労働者の定着率を高めるということでいろいろ資金援助とかご検討いただけたらと思います。ほかに何かありますか。

○安部委員

本日神奈川就職者支援センターを拝見いたしまして極めてよい取組だなと思いました。ただし、ここにおいでの方は極めて急を要する立場の方が来られるわけですが、ここで問題となるのは窓口だけで展開するだけで、フォローはどの程度できるのかということです。先ほど現場では、この活動によって生活が維持できるのは１０％というような話を聞きました。だとすると残りの９０％はそれほど緊急性を要しないということになります。積極的なフォロー活動は必要ないという気がいたしました。いろいろ個人情報その他限界があるかと思いますが成果につながるような活動にしていくためにどう工夫していくか、せっかくお金をかけてやっていくことですからかじとりをしっかりしていくことがよろしいかと思いました。この点のお考えを聞きたいと思います。
○柴田会長

何かございますか。

○松瀬職業安定部長

非常に難しい課題であると思います。フォローアッフにつきましてはセンターにお越しになる方、特に県のブースにお越しになる方につきましては大変深刻な問題を抱えている方もおられまして、相談はあそこに数回お越しになって回を重ねるごとにいろんな解決策を見つけていただくことがあろうかと思います。しかしながら福祉の支給等につきましては各自治体の窓口の公権力の行使にかかわることでございますのでどうしても制約がありまして最終的な着地はあの窓口ではできないということでございます。フォローアップは大変大事な課題ですので、当方としても考えていきたいと思います。就職という形で行くのかということも含めてせっかくマン・ツー・マン方式でやっておりますので、それがうまくハッピーな形であそこを卒業できるように県と労働局で考えていきたいと思います。また立ち上がりで６，０００人と数が少ないので期間を重ねまして利用率を上げるように努力していきたいと思っています。
○林委員
悪口をいうつもりはないのですが、行政が縦割りになっている、連携の限界というのをしばしば感じます。そういうことは社会問題となっており、最近、報道機関などで取り上げられていることですが、この場での発言としては適切ではないのかも知れませんが、そういった競業ですね、いわゆるサービスを受ける側にとってはどこがやってくれてもいいわけで県であろうが、国であろうがどこでもいいのが基本だろうと思っておりますが、言葉で言うと簡単ですが、連携をお願いしたいなということです。
○五十嵐委員

説明７の資料で、私が前回も同じようなことを言ったと思うのですが、今、林さんが言ったように受ける人から見れば県も国も関係ないのでワンストップサービスはわざわざ自慢するようなことではなくて、もっと前から県、市、国が共同で体制を含めてもっと考えてやるべき話だと思っています。多少スタートしたことはよろしいのですが、「ワンストップ・サービス・デイ」をやっている日はいいのですが、日常的にもう少し協議会とか連携の活動は、試行実施を踏まえてではなくもっと積極的に対応していくような考えはないのかということと、雇用調整助成金の話ですが、企業を含めて労使で工夫をしてがんばっているのですが、中小企業では教育訓練の場を新たに設けてというのは講師を含めて設定するのは難しいところだと思います。地方だとか地域のまとまりの単位で教育機会、講習を含めてですね、設定するようなお考えはないのか、ということです。
○柴田会長

　　じゃあお願いします。

○松瀬職業安定部長

　　１点目、「ワンストップ・サービス・デイ」ですが、３０日に向けてやっておる中で、本当に初めて自治体や社協と接触した次第でございまして、試行実施を踏まえて今後国のスケジュールでやるのですけれども、社会福祉協議会やいろんな団体とは正直労働局としてはつきあいがなかったところです。今回共同作業をする中で知り合うことができましたということですので、今後何らかの行政運営に反映させる努力ができればと思っております。雇用調整助成金につきましては訓練について要領等に反映することもあるかも知れませんので、本省に進達するとともに、地方としても考えるべき事項だと思います。
○八田局長

五十嵐委員がおっしゃるように縦割り行政の弊害はいろいろなところで指摘されておりますし、我々労働は福祉の分野とともに親元は厚生労働省なのですけれども、今回の事案ひとつとってもどれだけ連携がとれていたかということについては率直にいって反省すべきところが大きいと思います。ひとつの試行ですれけども、これをひとつの核としてお互いに連携しあう相互の意識を高めることは重要だと思っておりますので、ただいまの発言はそうした意味でのお叱りであり、激励と受け止めさせていただきます。あと中小企業が教育訓練の場がないということについては、前任地兵庫でも様々な方からお話を受けました。県でも技術訓練校でいろいろな場を提供していることでありましょうし、雇用能力開発機構の神奈川センターでも自前の施設内の訓練、あるいは委託訓練などいろいろな支援メニューを持っています。ですからそういうニーズをどう訓練施設につなげていくのか。とりあえず私どもも民間でやっておられる好事例を集めてフィードバックしていく、こういう訓練があるのだねということを中小企業の方に認識していただくというようなことからはじめるのかなと思っているところでございます。中小企業のニーズをどうやって固めてあげて受け皿につなげてあげるかが大切なことで、我々のハローワークの現場だけでやりきれるか課題ですけれどもそういったことをしっかり考えなければいけないと思っております。
○柴田会長

ほかにございますか。
○埜瀬委員

少しお願いがあるのですが、説明６の１８ページの「ジョブカード」制度、昨年からスタートしましてご案内のように厚労省から委託を受けましてやっております。神奈川の場合は横須賀商工会議所がセンターとしての業務を行っています。ハローワークさんの求職、私どもの座学をやってまた求職をハローワークさんにお願いする、きょうもこちらのハローワークを拝見させていただいて、もう少しジョブカードをＰＲしていただきたいと思いました。昨年末も私川崎なのですけれども、川崎のハローワークの所長さんにもお願いいたしまして、なかなか実績があがりませんで、私どもの努力も必要なのですけれども、求職者へのＰＲを是非お願いしたいと思います。
○柴田会長

私もジョブカートの進捗状況を是非聞きたいと思っているのですが。いかがですかジョブカードに関して。
○松瀬職業安定部長

埜瀬委員がおっしゃった点については、先日全国会議においてジョブカードの普及促進の一環として、ジョブカード求人を例えば面接会といったところで積極的に求職者に知らしめるような取組をするようにと指示を受けており、これから取組を強めていきたいと考えております。また横須賀会議所にお話ししましてハローワークとの連携について厳しいご指導をいただきましたので、そのあとすぐに各ハローワークに商工会議所との連携を指示したところでございます。とにかくがんばっておりますので、引き続きご指導をお願いしたいと思います。

○柴田会長

努力いただいていることが大切ですので。ほかに何か。
○高橋委員

今日マザーズハローワーク横浜を見学させていただきまして、子育てをしながら求職をしている方にとっては大変すばらしい施設だと思いましたので、事業を拡大されることを希望したいと思います。それを受けてなのですけれども、昨今育休切り若しくは産前・産後休暇切りが社会問題になっておりまして、相談件数が増えている状況にあると聞いています。せっかく職をもちながら子育てをする人たちを、会社も大変厳しい状況にあるとはいいましてもそういう人たちを中心にピンポイントで首切りをするというのは大変な問題だと思っております。確か昨年、厚生労働省から労働局に対して対策を講じるよう指示が出されたと思いますけれど、また厳しい状況の中で一段と増えたということもありますのでマザーズ・ハロワークというようなハード面とともにそういうところの対策を講じていただきたいと考えております。経営が厳しい会社にとっては困難なことかも知りませんけれども、仕事を続けたいという人を守るためにも是非支援を、指導の強化をお願いしたいと思います。
○大西雇用均等室長

雇用均等室長の大西と申します。ただいま委員がご指摘のありました、いわゆる育休切り、産前・産後休暇切りにつきましては、昨年秋以降の経済情勢の悪化を受けまして今年の年明の１月から３月頃に育児休業中の労働者の契約更新をしないというような例が注目されたところです。これを受けまして３月頃育児休業法、男女雇用機会均等法の遵守の徹底が指示されたところで、私どももこれを受けて個別の相談事案には事業主の指導を含めて厳正に対応しておりますし、あわせて男女雇用機会均等法で妊娠出産を理由とする不利益取扱い、育児介護休業法では育児休業の申し出、取得を理由とする不利益的取扱いが禁止されていることを周知していくこととしています。それから去年の秋以降、労働者から育児休業の取得に係る相談件数が増えているかについては、件数としては大きく増えているわけではないということです。今年に入ってからは、育児休業は４月に復職するというケースが非常に多いので、１月から３月にかけては育児休業の復職に関する相談件数が増えているのですけれども、４月以降は育児休業そのものよりもむしろ、妊娠したところでの退職の勧奨があったという相談を受けているかと思います。今年育児介護休業法が改正されまして、来年６月３０日から短時間勤務制度の義務付けなどをはじめとする育児介護休業法の強化が図られますので、これを受けまして改正育児介護休業法の周知を行ってまいりたいと思います。
○柴田会長

ありがとうございました。ほかに何かございますでしょうか。
○小林委員

ちょっとおうかがいしたいのですけれども、学生の就職支援の問題があるわけですが、就職の問題は大学としては大切な問題であるため、どこの大学もキャリアセンターというものをかなり充実させているのですね。そうしましたときに、何か棲み分けされて支援をおやりになっているのか、このへんのところをおうかがいしたい。つまり、ハローワークにある学生の相談窓口が何か特徴をもたせておやりになっているのか。就職が思わしくないという現実のお話が出た中で普通の高等学校の場合は進学と就職に分かれている。大学の場合は就職が最後の目標になっているものですから支援の対策を図らないと大学の存亡にもかかわるわけですが、高校の場合にはそういう意味で１学校ではなかなかおよびがつかないという領域があるのだと思います。そのあたりで何か力を入れて対策を講じて支援している点があったら教えていただきたい。
○松瀬職業安定部長

手短にご説明いたします。先ほど１６階にあった学生の就業相談室はハローワークの組織とはつながっていない別立ての組織なのです。東京の六本木にセンターがありましてそことネットで結んでおります。それは大学卒を対象にした求人、全国のセンターで受けたものをネットに乗せますので、沖縄の大学生が東京に出てくる場合にはネットを通じて検索することができる。ひとつの特徴は全国ネットということでございます。東京・神奈川の大学生さんは支援体で行われる就職活動はないと思うのですけれども地方区に行かれますと学生に対する利用の位置づけも変わってくるのではないかと思います。昭和の５８年ぐらいからの組織でございます。もうひとつのことなのですけれども、学卒対策の一環で５ページ、高卒、大卒のジョブサポーターというのがあります。従来ハローワークで非常勤として委嘱する方というのはこういった施設で相談に応じるといったタイプだったのですが、このジョブサポーターはマン・ツー・マンで学生さんの相談を受けるとともに、オーダーメイド式の求人開拓をする、ある学校に行って講話をすることも随意にできるという、動くタイプの非常勤の方、ジョブサポーターといいますが、これだけは増員しましょうということです。非常にいいのではないかということで強化されています。こういった対策も近年付け加わったということでございます。
○柴田会長

ありがとうございました。予定されていた時間がそろそろせまったということで、よろしゅうございますか。それではいろいろな御意見をいただきました。大枠といたしましては先ほど見学させていただきましたハローワークにおける窓口対応やフォローの問題、マザーズハローワークにおける諸問題、ワンストップサービスにおける諸問題について御意見をいただきました。こういったことを行政に反映させていただきまして、厳しい状況を何とか乗り切れるようにご努力をお願いしたいということで終了させていただきたいと思います。それでは本日の議事録の署名でございますが、労働者側は柏木委員、使用者側は埜瀬委員でお願いしたいと思います。事務局から何かありますでしょうか。
○平野企画室長

追加の資料で皆様の机の上に局長が神奈川新聞の松本委員のご配慮で「雇用万華鏡」を連載させていただきまして、これを配布させていただいておりますのでお読みいただければと思います。本日会長をはじめ委員の皆様には活発なご議論をいただき感謝申し上げます。いただきましたご意見につきましては行政運営に生かしてまいりますので、今後ともよろしくお願いいたします。また、第２回目の審議会につきましては年度末の３月中旬を予定しておりますのでご予定していただければと思います。本日はどうもありがとうございました。
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